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研究成果の概要（和文）：東日本大震災の被災地では、震災後、ローマ・カトリック教会仙台教区の方針で可能な限り
全教会に司祭が常駐するように配慮され、フィリピン人などの外国籍信徒を教会に迎い入れるようになった。調査対象
の岩手県A教会にはフィリピン人司祭が配置され、震災前110人だった信徒が震災1年後に190名に増加したが、そのうち
の成人はすべてフィリピン国籍の女性、子どもたちの大多数は日本人とフィリピン人を両親にもつ子どもたちである。
被災地各地のフィリピン人信徒はそれぞれの地域の教会を基盤としてグループをつくり、相互にネットワーク化するこ
とを通して、日本人中心だった各教会の活動に参加、被災からの回復をめざしている。

研究成果の概要（英文）：The Roman Catholic Diocese of Sendai decided to post priests to all the parish 
churches after the March 11 Earthquake. The diocese also tried to accept non-Japanese Catholics to their 
church communities. Since Filipinos are the largest non-Japanese Catholic population in the Tohoku area, 
the church-going population increased. A church in Iwate Prefecture, where I conducted intensive 
long-term fieldwork, saw a significant growth of members from 110 (before the March 11 Earthquake) to 190 
(one year after March 11). Within this population, a majority consisted of Filipino women married to 
Japanese men, and their children. Filipinos in Tohoku organized themselves into groups through networking 
activities with the churches, and actively participate in the church activities formerly dominated by the 
Japanese members. Such Filipino communities became one step towards rebuilding their lives after the 
disaster.
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1. 研究開始当初の背景
 
 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災と福島原
発事故直後に、東北被災地から東京に約 150
人のフィリピン人とその家族が避難してき
た。在東京フィリピン大使館が被災地に差し
向けた救援バスで東京に移動し、フィリピン
への一時帰国を希望した人たちである。フィ
リピン大使館はカトリック東京国際センタ
ー(CTIC)に連絡し、都内のいくつかの教会に
一時避難所が開設された。4 月以後、CTIC
はカトリック仙台教区と相談の上、被災地の
教会、とくにフィリピン国籍の人々が多い地
域（仙台市内、大船渡、気仙沼、福島市内な
ど）の教会にフィリピン人神父、フィリピン
人シスター、カウンセラーなどを派遣し、英
語もしくはタガログ語のミサを行い、また、
震災後に必要とされていた各種のカウンセ
リング活動を展開した。 
 東北で被災地となった青森、岩手、宮城、
福島の４県はカトリック仙台教区の管轄範
囲と合致している。これらの地域で生活する
フィリピン人の大多数は女性で、その多くが
日本人と結婚して、家族を持っている。仙台
を除いてそうしたフィリピン人女性たちは
震災前には、定期的にそれぞれの地域のカト
リック教会に姿を見せることはなかった。ほ
とんどの教会ではミサは日本語のみで行わ
れており、英語ミサがある教会はわずかであ
り、仙台教区にはフィリピン人の神父もシス
ターも配置されていなかった。 
 しかし、震災以後、東京などからフィリピ
ン人司祭が時折、仙台教区の教会を訪れて、
英語またはタガログ語ミサを行い、それぞれ
の地域では、フィリピン人居住者が教会を中
心に集まるようになった。岩手県のある教会
では、震災以前には同教会に常駐する神父は
おらず、近隣の複数の教会に日本人神父が 1
人配置されているだけだった。震災後、仙台
教区はできるだけすべての教会に神父を配
置するという方針を定め、この教会には関西
の修道会から日本人神父が派遣された。この
神父は同地域に 50 人〜100 人近いフィリピ
ン人女性が日本人と結婚して生活している
ことを知り、つてをたどり、あるいは当時、
市内各地の小学校などに設置されていた一
時避難所を訪問し、必要な支援について相談
するなどの活動を繰り返した。 
 震災から 2 ヶ月経った 2011 年 5 月になる
と、こうしたフィリピン人のうちの数人が教
会に姿を見せ、タガログ語（フィリピン語）
のミサを希望したため、東京の CTIC がフィ
リピン人神父を派遣して、5 月中旬にこの地
域で初めてのタガログ語ミサが実現した。 
 同じく 2011 年の 9 月末にはフィリピンの
アキノ大統領が宮城県石巻教会を訪問し、同
幼稚園に東北各地から集まった200名をこえ

る在日フィリピン人と面会し、激励した。同
年 6 月にはフィリピン政府は 2 週間、岩手県、
宮城県に医療チームを派遣、外務省の協力を
得て、被災地のフィリピン人のケアにあたっ
ている。また、カトリック教会は 2011 年 10
月には、広島と東京からフィリピン人および
インドネシア人（タガログ語にも堪能）の 2
人の神父を岩手県に派遣し、被災地の外国籍
信徒のケアを担当させた。 
 震災後のこうした新たな状況のなかで、そ
れまでフィリピン人であること、カトリック
であることを積極的に表明することなく、東
北地方、とくに太平洋沿岸地域で暮らしてき
たフィリピン人の間に、さらには東京教区な
ど東北以外のフィリピン人共同体との間に、
教会を介した在日フィリピン人のネットワ
ークが形成されつつあった。 
 
２．研究の目的 
  
 東日本大震災後、被災地のフィリピン人の
間でカトリック教会を中心にフィリピン人
共同体を形成する動きが各地で見られるよ
うになった。首都圏のカトリック教会のフィ
リピン人が被災地のフィリピン人を支援し
た結果、被災地のフィリピン人の間ではカト
リックであること、フィリピン人であること
が意識、確認、再定義されるようになった。
彼らは被災地で、東北内で、さらには全国の
フィリピン人共同体とつながり、ネットワー
ク化が進められつつある。 
 本研究は、こうした動きを、被災地におけ
る複数のカトリック教会における活動を中
心に観察し、関係者のインタビューにより、
ネットワーク化の背景、内容を把握し、それ
により東北被災地の在日フィリピン人社会
のありようを考察する。 
 
３．研究の方法 
 
 東北被災地のカトリック教会を訪問し、英
語またはタガログ語のミサ、形成されつつあ
るフィリピン人共同体の各種の活動を観察、
記録することを出発点とする。 
 つぎにいくつかの教会の担当司祭、日本人
信徒、フィリピン人信徒、さらに教区関係者
などを中心にライフヒストリーを含むイン
タビューを実施する。 
 最終年度には関係者を招いて公開シンポ
ジウムを開催し、問題点を整理する。 
 
４．研究成果 
 
(1) 岩手県Ａ教会の事例 
 本研究は震災後 1 年を経た 2012 年 4 月に 
開始したが、その時点で少なくとも仙台市内



の教会以外に、岩手県南部のＡ教会、宮城県
北部の B 教会には、それぞれフィリピン人
信徒が多数集まり、教会を中心とした共同体
が形成され始めていた。 
 Ａ教会を例にとると、そこでは震災直後の
2011 年 5 月に首都圏から派遣されたフィリ
ピン人神父によるミサが行われており、80
人近くのフィリピン人が出席した。かれらは
この地域にすでに 10数年あるいは 20数年以
上暮らしている女性たちであるが、その多く
はそれまで一度も近隣の教会に来たことが
なかった。場合によっては来日後、一度もミ
サに出席したことがない者もおり、2011 年 5
月のミサのなかでタガログ語聖歌が歌われ
ても、咄嗟にはことばが出てこないという人
たちも少なくなかった。 
 しかし、その半年後にはフィリピン人とイ
ンドネシア人神父により、Ａ教会近くに仙台
教区滞日外国人支援センターが開設された
ため、月に一度は英語またはタガログ語のミ
サに出席できるようになった。2011 年秋から
は、毎日曜日午前の日本語のミサでも、フィ
リピン人信徒が出席している場合は、日本語
で主の祈りを唱えたあとに、日本人信徒を含
む全員がタガログ語で同じく主の祈りを歌
うようになった。宗教とくに典礼においては
言語の問題はきわめて重要である。ミサの言
語、聖歌を何語で歌うのか、何語で祈るかと
いう問題は常に存在する。フィリピン人信徒
の存在を意識し、同一の教会共同体としてミ
サを共にしたいという意向が、こうしたタガ
ログ語の主の祈りの採用という形で表現さ
れている。 
 当初集まったフィリピン人女性のなかか
ら共同体を創ろうという機運が生まれ、Ａ教
会および担当司祭と連絡をとりながら、活動
が開始された。月に一度の英語またはタガロ
グ語ミサへの呼びかけ、２つの地域にわかれ
て毎週土曜日にブロック・ロサリオを開始し
た。ブロック・ロサリオは特定の地域（ブロ
ック）内で、信徒が集まり、主として個人の
家に聖母像をおいて、皆でロサリオの祈りを
捧げるカトリック教会の信心業である。日本
ではほとんどみられないが、フィリピンでは
各地で行われているもので、この地域のフィ
リピン人共同体の重要な活動の一部として
導入された。 
 震災直後から被災地のカトリック教会に
は、日本国内各地、さらには海外から多種多
様な支援が寄せられており、Ａ教会も例外で
はなかった。震災後しばらく経った段階で、
このグループの代表者たちが東京、関西、九
州など各地の教会に招聘され、被災経験を共
有し、支援に対する感謝を表明する場が設け
られた。 
 
(2) 外国人信徒大会 
 2012 年 6 月には、仙台教区の主催で福島
市で、仙台教区第一回外国人信徒大会が開催
され、被災地を含む東北各地から 200 人近く

フィリピン人信徒が参加した（フィリピン人
以外では中国人、韓国人など）。この大会に
は首都圏から多数のフィリピン人信徒も参
加したが、こうしたイベントを通じて、被災
地のフィリピン人とそれ以外の地域のフィ
リピン人との間での交流の機会が作られる
ようになった。 
 
(3) 山形県新庄教会の事例 
 東日本大震災の被災地ではないが、比較の
ためにカトリック新潟教区の新庄教会を複
数回、訪問した。山形県新庄地域では 1980
年代後半より、主として行政が主導した「お
見合い」によりフィリピンから多数の女性た
ちが、当時の表現を用いれば「農村花嫁」と
してやってきた。新庄は東北のなかでも雪深
い地域であり、フィリピンから結婚のため来
日した女性たちにとっては決して楽な生活
環境ではなかった。1980 年代には新庄には
カトリック教会は存在しなかった。そこで彼
らは新庄市と連絡をとり、ミサに出席したい
と申し出た。市の担当者はカトリック教会に
連絡し、1980 年代末より新庄市内のホテル、
集会場、レストランなどで月に 1 度か 2 度の
ミサが行われるようになった。 
 それ以来、新庄市内では、2010 年まで場
所を変えてミサが行われ、フィリピンの女性
たちが出席していた。そして、2010 年 10 月
にはカトリック新潟教区、山形教会、その他
の関係者、そしてフィリピン人たちの努力に
より新庄教会が誕生した。創立当初の教会員
の名簿をみると、70 名近い教会員のうちの
50 人近くが成人でそのほとんどがフィリピ
ン人の女性（日本人は数名）であり、残りは
国際結婚による子どもたちである。同教会は
仙台教区、山形教会、イエズス•マリアの聖
心会、オタワ愛徳修道女会などの協力により、
ほぼ毎週ミサ（日本語）を行っている。   
 新庄教会の事例は、日本のカトリック教会
におけるフィリピン共同体のありかたを考
える上での１つのモデルとなっている。多く
のメンバーが来日 10 数年から 20 年、なかに
はさらに長期間にわたって新庄地域で暮ら
し、すでに孫を持つ人たちもいるため、みな
日本語に堪能であり、ミサは原則として日本
語で行うことができる。それでも前述の岩手
県 A 教会の日本語ミサと同様に、まず主の祈
りを日本語で唱え、さらにタガログ語でも歌
うなどの工夫がなされている。 
 東日本大震災があった 2011 年の夏からは
新庄教会とＡ教会とは教会として交流を始
め、一方の教会から他方の教会に年に一度、
交互に訪問を繰り返している。 
 以上は若干の事例にすぎないが、東北被災
地各地のいくつもの教会で、新たに月に 1 度
はフィリピン人などの司祭を招いて、英語も
しくはタガログ語のミサが行われるように
なった。震災前には考えられないことであっ
た。 
 この研究においては、こうした各地での取



り組みや変化を実際にその現場（たとえば、
気仙沼教会、大船渡教会、一ノ関教会、石巻
教会、南三陸の仮設店舗、水沢教会、八戸塩
町教会、弘前教会、小名浜教会、須賀川教会、
野田町教会など）でのミサや会合を見学する
ことを通し、さらに関係者との公式、非公式
のインタビューを通じて、明らかにすること
ができた。 
 
(4) シンポジウム 
 2014年10月18日（土）の午後1時半から5
時半まで、上智大学において Faces of Being 
Church among Migrant Filipinos in Japan
（「日本におけるフィリピンからの移住者と
カトリック教会」）をテーマに、カトリック
東京国際センター (CTIC)の協力を得て、シン
ポジウムを開催した（使用言語は英語）。 
 シンポジウムの冒頭では、CTICに所属する
フィリピン人神父で、移民の神学の専門家で
もあるエドウィン・コロス氏（スカラブリニ
宣教会）が世界各地におけるフィリピン人海
外移住者と在地のカトリック教会との関わり
について講演し、つづいて岩手県大船渡教会、
山形県新庄教会、千葉県五井教会の各フィリ
ピン人共同体の信徒がそれぞれの状況につい
て報告した。シンポジウム後半では、東北被
災地の外国籍信徒のケアにかかわっているフ
ィリピン人神父、東京教区で20年以上にわた
りフィリピン人共同体形成にかかわってきた
フィリピン人女性（東京大学教員）、イタリ
アにおけるフィリピン人移民社会を研究して
いる日本人人類学研究者（広島大学教員）に
よるコメントにつづいて、参加者全体（90名）
で日本におけるフィリピン人とカトリック教
会について議論を重ねた。 
 本シンポジウムは、東日本大震災を契機と
して、各地の教会に結集しつつあるフィリピ
ン人の活動とそれらのネットワーク化がもた
らす意味を比較検証することを目的に開催さ
れた。東北の事例については、フィリピンの
間でもほとんど知られておらず、その点でも
意味があった。 
 また、日本における海外からの移住者、多
文化社会の研究については、すでに一般論で
はなく、個別のテーマを中心に議論、検討す
る段階に入っていることも確認された。在日
フィリピン人に関する優れた研究はあるが、
彼らとカトリック教会との関係を論じた研究
はほとんど類例がなく、このシンポジウムを
開催することには大きな意義があった。 
 
(5) 今後の方向 
 1970年代後半よりフィリピンから海外移
住労働者が来日、80年代以後は日本人男性と
結婚して、日本で家庭を持つ女性たちが増え
た。現在、日本における外国人長期在留者は
200万人を数えるが、そのうちフィリピン人は
20万人強で、国別では中国、韓国・北朝鮮に
ついで3番目になる。 

 国際結婚をしたフィリピン人とその家族は
日本全国各地に分散しており、その多くがカ
トリック信徒であることから、国内各地のカ
トリック教会のミサに出席している（あるい
は今後､出席する可能性がある）。地域によっ
て（さいたま教区、東京教区千葉県下の教会
など）、ミサ出席者が日本人よりもフィリピ
ン人のほうが多いという事例も報告されてい
る。東北被災地においても、震災後、徐々に
各地でフィリピン人信徒が教会に集まるよう
になり、いくつかの教会では活発な活動を展
開するようになった。 
 日本とフィリピンとの間にはカトリシズム
実践、信仰表現の違いなどが見られるが、カ
トリックであるフィリピン人共同体と日本人
共同体の良好な関係を築くことが今後の課題
であることが確認された。また、高齢化、少
子化の影響下にある日本人信徒総数は最大で
も50万人であり、それに対して在日フィリピ
ン人、ブラジル人、ペルー人、加えて人数は
少ないが、韓国人、中国人、ベトナム人など
のカトリック信徒総数は50万人（推計）近く
になる。日本のカトリック教会が近年直面し
ているこのような新しい状況下で、「日本人
の教会」から「日本の教会」に転換すること
が求められている。 
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